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第１章 実施協議調査の概要 
 

1-1. 調査団派遣の経緯と目的 

本調査は、インドネシア淡水養殖振興計画の延長に際し、インドネシア国海洋漁業省との協議

を通じ、協力期間延長の枠組みについて確認を行うとともに、合意・確認事項を R/D に取りまと

めのうえ署名・交換を行うことを目的とする。具体的な調査内容は下記のとおり。 

・協力期間について 

・プロジェクト目標・成果・活動について 

・プロジェクト実施体制について 

・日本側及びインドネシア側からのプロジェクトへの投入について 

・プロジェクト評価について 

・免税措置について など 

 

1-2. 調査団構成と調査期間 

（1）調査団の構成 
・ 戸塚 眞治 （総括）   独立行政法人国際協力機構 インドネシア事務所 次長 
・ 堧水尾 真也（協力企画） 独立行政法人国際協力機構 農村開発部水産開発チーム 職員 

 

（2）調査期間（2005 年 7 月 20 日～2005 年 7 月 27 日） 

月 日 曜日 行    程 宿泊地 
20 水 成田（11:25）→ ジャカルタ（16:50） JL725 ジャカルタ 

 
21 木 09:00 JICA インドネシア事務所との打ち合わせ 

10:30 在インドネシア日本国大使館表敬 
14:00 海洋漁業省養殖総局表敬及び R/D 予備協議 
16:30 JICA インドネシア事務所との打ち合わせ 

同上 

22 金 ジャカルタ (10:05) → ジャンビ (11:15) 7P-541 
13:30 ジャンビ淡水養殖開発センター見学 
15:00 ジャンビ淡水養殖開発センター所長との意見交換 
16:00 タンギット・バル村パティン養殖状況見学 

ジャンビ 
 

23 土 08:50 ムアラジャンビ県公営ふ化場見学 
10:10 バタンハリ県種苗生産農家見学 
12:45 スナニン村見学（セナニンジャヤ） 
14:15 ルブックルソ村見学（パティンジャヤ） 

同上 

24 日 06:15 ジャンビ市場見学 
ジャンビ (11:45) → ジャカルタ (12:55) 7P-542 
16:00 団内打ち合わせ 

ジャカルタ 
 

25 月 10:00 海洋漁業省養殖総局との R/D 最終協議 
13:30 団内打ち合わせ 

同上 

26 火 11:00 R/D 署名交換 
15:30 JICA インドネシア事務所報告 
17:00 在インドネシア日本国大使館報告 
ジャカルタ（22:35）→ 

機中泊 

7 

27 水 → 成田（07:55） JL726 － 
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第２章 調査結果 
 

2-1. 海洋漁業省養殖総局との協議 

7/21 の海洋漁業省養殖総局表敬時においては、総局長並びに同次官と協議を行い、延長部分の

プロジェクト枠組み内容の確認等を行った。 

その席で養殖総局長より、今後のプロジェクト延長では過去の 5 年間でプロジェクトが何を実

施し、その結果がどうなっているかということの検証と同時に、今後プロジェクト・サイトでは

どのような可能性があり、どういった技術開発が求められるのか、といった観点からの検証も重

要であるとの見解が示され、具体的に現地には商業的価値が高いにもかかわらず、未だ養殖技術

が確立されていない魚種が存在するとのコメントがあった。また養殖総局長より、本年 40 億ルピ

ア（大まかに約 4400 万円）であったジャンビ淡水養殖開発センターに対する年間予算を、来年度

には 60 億ルピア（同約 6600 万円）に増額する予定である旨が表明され、養殖総局として本プロ

ジェクトに並々ならぬ期待と、オーナーシップをもって取り組んでいる旨が強調されたほか、ジ

ャンビ淡水養殖開発センターの技術改良・開発業務をさらに促進させる必要があることから、こ

のことを今回署名交換予定の延長 R/D に記載するプロジェクト枠組み内容に明記したいとの要望

があった。しかしその後の協議の結果、本件は延長プロジェクトの「成果」レベルには明記され

ていないものの、プロジェクト目標「小規模養魚家が活用できる適切な淡水養殖技術が開発され

普及活動が強化される」の内容や延長部分における個別の活動内容に含まれることから、プロジ

ェクトの枠組みの変更を行わず、R/D の「Other Matters」にプロジェクト実施に際しての留意点

として取りまとめることとした。 

一方、貫山専門家よりジャンビ淡水養殖開発センター施設の保守管理に必要な経費が、現状で

はインドネシア側から必ずしも時期的・金額的に十分手当てされていない状況であることから改

善を申し入れたところ、養殖総局長より留意する旨回答があった。 

また、養殖総局長からは、養殖総局のスタッフを視察型研修で日本に 2 名派遣したいと考えて

いることと、沿岸住民の生計向上と一部輸出産品の生産といった観点から貝類養殖にかかるプロ

ジェクト実施に興味を持っているとのコメントがあった。 

一方 7/25 の海洋漁業省養殖総局との R/D 最終協議では、関係する総局内の各局の担当職員と、

国家開発計画庁（BAPPENAS）から水産担当職員が集まり、RD 案の最終検討を行った。ここでは基

本的なプロジェクトの枠組みに関して様々な質疑が行われたが異論はでず、終了時評価調査の際

にミニッツで確認された延長のプロジェクト内容に関して、大筋で理解が得られたようであった。

また、7/21 の意見交換時にも懸案となっていたジャンビ淡水養殖開発センター施設の保守管理に

必要な経費については、R/D 内で明文化し、インドネシア側の積極的な対応を期待することとな

った。 

以上の協議結果を踏まえ、7/26 の 11:00 より海洋漁業省養殖総局において、海洋漁業省養殖総

局長と戸塚団長の間で本協力にかかる延長の R/D 署名・交換を行った。 

 

2-2. プロジェクト・サイト見学結果 

（1） ジャンビ淡水養殖開発センター（BBAT-Jambi）での見学等 

ジャンビ淡水養殖開発センターで、センター施設とプロジェクト実施状況の見学と、センター

所長との意見交換を行った。センター施設とプロジェクト実施状況の見学においては、整然とし

た広大な場内に設置されている大小 50 以上の池で様々な活動が実施されており、その中でカウン

ターパートが活躍をしている様子を目にすることができた。また餌料や魚病に関連する施設や各

種実験分析機器も充実しており、5 年間のプロジェクト活動を通じて投入された資機材は、適切
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に管理され使用されていた。 

同センターでは、ボゴール農科大学などの学生の受け入れも行っており、センター内のあいて

いる施設を用いた試験研究活動を行ったり、また地元の高校生や農民を対象とした実習や研修等

も行ったりしているとのことであった。同センター内には、そのほか図書館や研修生用の宿泊施

設なども設置されており、既存施設と 5 年間のプロジェクト活動を通じて整備された各種資機材

を用い、プロジェクト活動が活発に実施されている様子を目にすることができた。さらに同セン

ターは地域養魚家への種苗の生産販売も行っており（3-5cm ティラピア種苗価格は 1尾あたり 100

ルピア（おおまかに約 1.1 円））、ある一定以上の売り上げを達成すると以降の売上金はセンター

の運営費や職員のボーナスとして還元される仕組みとなっているとのことで、見学当日にも地域

の養魚家が種苗の購入にセンターを訪問している様子なども見かけられた。 

しかし一方では、センター内には施設の維持管理にも使用可能なワークショップも設けられて

いるものの、専従のスタッフが配属されていない状況にあり、今後のセンターにおける資機材・

施設のメンテナンス体制の確立が急務であるとの印象を受けた。 

見学に引き続いて行ったセンター所長との意見交換では、プロジェクト活動によりカウンター

パートが順調に育成されており、その結果センター内の他のスタッフにも良い波及効果が現れて

いる旨コメントがあったほか、今後は技術的分野だけではなく管理・運営部門に関する支援も必

要であるとのコメントがあった。具体的には、管理運営のためのスタッフを本邦研修に出したい

とのことであったため、不可能ではないものの延長期間はプロジェクト本体の 5 年間に残された

課題の達成に集中すべきであると考えられることから、本邦研修についてもセンターの管理運営

ではなく、残された課題に関連する分野とすることが望ましい旨こちらからコメントを行った。

その他所長から、7月中旬を過ぎた現在で承認された 2005 年度予算の 20％相当額しか引き出すこ

とができていない状況であり、この仕組み※のために効率的な事業運営が困難であるとの見解が示

された。 

 

（2） プロジェクト周辺サイトでの見学等 

ジャンビ淡水養殖開発センターの周辺に存在する数ヵ所のプロジェクト周辺サイトを訪問し、

インドネシア（スマトラ島）における淡水養殖の状況についての見学を行った。 

訪問を行った地域では、もともとバタンハリ川などでの漁獲漁業やゴム採集、農作物栽培や木材

伐採などを生業として従事していた人が多く（推測平均月収約 100万ルピア（おおまかに約 11,000

円））、淡水養殖は生計の多角化の一環として取り組み始めたとのことであったが、今回訪問を行

った地域では、もともとの生業から淡水養殖のほうへ軸足をシフトさせているという養魚家が多

く、中には養殖だけで月 155 万ルピア（約 17,200 円）の月収がある人もいた。 

今回は、日程の関係から現地でうまく行っている事例のみの見学となったとのことであったが、

成功している村または地域ではクロンポックがその中心的役割を果たしている様子が見受けられ

た。クロンポックは、日本で言う無尽講（頼母子講）の機能を有する地域住民による組合組織で

あり、一般的には同業者同士が集まり、組合を形成することにより集団による集荷・出荷，仲買

人との価格交渉，資機材の共同購入・使用等を可能とし、効率的な養魚運営に大きく貢献してい

た。今回見学を行ったのは養魚者が集まり餌料製造のクロンポックを組織していた事例、バタン

ハリ川におけるパティン箱生簀養魚者がクロンポックを組織していた事例（パティンジャヤ）、さ

らに同じくバタンハリ川におけるパティン箱生簀養魚者がパティン燻製製造のクロンポックを組

                             
※ 予算の引き出しに関しては、多額の予算を一度に配分してしまうと、様々な問題が生じるとの中央政府の過去

の反省に基づき、本年度と来年度に限り試行的に段階的にしか予算を引き出せない制度が実施されているとのこ

とであった。ちなみにインドネシアの予算年度は 1 月から 12 月。 
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織している事例（セナニンジャヤ）などであった。各クロンポックにより、それぞれ入会資格や

組合員の規則などを設定しており、基本的には同じ地域に住む顔見知り通しが組合を形成してい

るようであった。また地域（県）の普及員も、このクロンポックを普及活動にうまく取り込んで

おり、当日も我々が訪問した際に、普及員がクロンポックへの様々な情報を伝達する役割を果た

している様子を見ることができた。さらに活動が積極的であるクロンポックの中には、州政府な

どから表彰されたり、資機材の供与を受けていたりしているところもあり、援助の受け皿として

も重要な役割を担っていると思われる。 

しかしながらクロンポックの活動は、リーダーの意識いかにかかっている部分もあると思われ、

クロンポックの形成を支援するだけでは不十分であり、いかにクロンポックでの活動を持続させ

るかという点が重要であると思われた。プロジェクトではこのクロンポックを通じた普及活動に

も力を入れており、クロンポックの中心人物とも良好な関係を築いており、こういった中心人物

にジャンビ淡水養殖開発センターが開催する各種研修に参加してもらい、普及効果の拡大を図っ

ているところである。 

一方で養魚者に種苗を提供する種苗生産者では、今回県による公営の施設並びに家族経営の民

間種苗生産業者の見学を行った。見学を行った両者ともにティラピア（赤色）の種苗生産を中心

に行っており、一部でパティンの種苗生産も行っているとのことであった。種苗の価格は両者と

もに３～５cm で１尾約 80～100 ルピア（大まかに約 1円）であり、現状のところ需要に対する供

給のバランスは取れているとのことであったが、民間の種苗生産者はさらなる需要を掘り起こし、

事業を拡張したいとのことであった。ちなみに当日訪問を行った民間の家族経営での種苗生産業

者は、月に 800 万ルピア～900 万ルピア（おおまかに約 88,000 円～100,000 円）を販売するとの

ことで、家族以外に 2名の作業者を雇用しているほか、自宅の新築工事を実施中であった。 

一方、県公設の種苗生産施設では、中央政府から州を通さず県に配分された予算を用い、池の

大規模改修工事を実施済みであり、現在においても餌料製造プラントを建築中であった。プロジ

ェクトでは、両者に対し作成したマニュアルを配布したり、研修に参加してもらうなどして技術

的援助を行っているものの、今後の課題としては、両者ともに種苗生産に用いる良質な親魚はプ

ロジェクトからの供給を受けていることから、良質親魚の自家生産に取り組むこととのことであ

った。 

今回の見学を通じて、ジャンビ周辺の限定的な視察結果であったが、プロジェクトにおける普

及活動は順調に推移しており、今後のさらなる発展が期待されるとともに、一方では周辺 ASEAN

諸国で実施中の同様プロジェクトにおけるモデル事例となりうるものであったと考えられる。ま

た地方分権化の推進状況に関しては、州と県のデマケーションがいまだ明確化されておらず、様々

な事業が双方により調整されることなく実施されている印象を強く受け、今後は両者の明確な役

割分担と、その分担内容に応じた支援を実施されることが、プロジェクトにとっても、現地養魚

家にとっても有益なことであると思われた。 

 

（3） ジャンビ市場見学 

 ジャンビ市内に設置されている市場を、水産物売り場を中心に見学した。市場内では、主とし

て農産品と水産物が扱われており、肉類は鶏肉を扱う店が数店あるだけであった。 

水産物を扱っている店は海産物を扱う店と、淡水魚を扱う店に大きく分けることができ、海産物

を扱う店のそのほとんどが、鮮魚を冷凍したものを解凍し、販売を行っていた。当日市場で販売

されていた海産物は、アジ・サバ・イカ・ミルクフィッシュ・カツオ等であり、価格は Kg あたり

15000～18000 ルピア（大まかに約 166～200 円）であった。また一部ではあるが、冷凍せず氷水

で運搬されてきたものや干物に加工された海産魚や赤貝などの貝類の販売も行われていた。 
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一方淡水魚では、そのほとんどが活魚の状態で販売されており、主に扱われているものはパテ

ィン・ティラピア（赤・黒）・ライギョであり、見学を行った当日に鯉はまったく見られなかった。

そのうち、特にティラピアは小さな水槽内に水を満たし、遊泳させている状態で販売を行ってい

るものが多く、ポンプを使って水を循環させ曝気をしながら販売している店もあった。価格は、

養殖パティンで Kg あたり 9,000 ルピア（おおまかに約 100 円）、養殖ティラピアは赤色・黒色と

もにKgあたり12,000～13,000ルピア（同約133～144円）、ライギョは天然ものがKgあたり25,000

ルピア（同約 277 円）、養殖ものが 20,000 ルピア（同約 222 円）であった。また淡水魚に関して

も、一部で干物を販売している店や、ライギョの皮をむいてフィレにしてからすり身に加工して

販売している店もあった。
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主要面談者 
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（１）海洋漁業省養殖総局 
・ Dr. Made L. Nurdjana  Director General of Aquaculture 
・ Dr. Anto Sunaryanto   Secretary for Director General of Aquaculture 
・ Mr. Tri. H            Staff of Seed Development  
・ Mr. Abdoh               Staff of Farming System 
・ Ms. Maya                Staff of Planning Division 
 
（２）国家開発計画庁（BAPPENAS） 
・ Mr. Roby Fadillan     Staff of Directorate of Marine and Fisheries 
 
（３）ジャンビ淡水養殖開発センター（BBAT-Jambi） 
・ Mr. Ceno Harimurti Adi Head of BBAT Jambi 
・ Mr. Mimid A. Hamid    Staff of BBAT Jambi 
・ Mr. Wawan Cahyono       Staff of BBAT Jambi 
 
（４）スカブミ淡水養殖開発センター（BBAT-Sukabumi） 
・ Mr. Muskur            Head of BBAT Sukabumi 
 
（５）タンギット・バル村 
・ Mr. Baso Patolay      クロンポック代表 
 
（６）ムアラジャンビ県公営ふ化場 
・ Mr. Coco Suciarsa     場長 
 
（７）バタンハリ県種苗生産農家 
・ Mr. Sabidi       種苗生産農家 
 
（８）スナニン村 
・ Mr. Dahlan A.R.       セナニンジャヤ（クロンポック）代表 
 
（９）ルブックルソ村 
・ Mr. M. Samanz         パティンジャヤ（クロンポック）代表 
 
（10）在インドネシア日本国大使館 
・ 川口 大二            書記官 
 
（11）JICA 関係者 
・ 戸塚 眞治            JICA インドネシア事務所次長 
・ 大原 克彦            JICA インドネシア事務所企画調査員 
・ 貫山 義徹            淡水養殖振興計画チーフアドバイザー 
・ 斎藤 悦男            淡水養殖振興計画業務調整 
・ 高野 昌和            淡水養殖振興計画淡水魚種苗生産分野専門家 
・ 丹羽 幸泰            淡水養殖振興計画養殖普及分野専門家 
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